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主たる業種を元に右記部門から該当するものを選択

計 画 期 間

基 本 方 針
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地球温暖化対策に
資する社会貢献活
動

特 記 事 項

注 １　該当する□には、レ印を記入してください。特定事業者以外で自主参加される事業者の方は、レ印の記入は不要です。

 　２　「細分類番号」とは、統計法（平成19年法律第53号）第２条第９項に規定する統計基準である日本標準産業分類の細分類番号をいいます。

 　３　「基準年度」とは、計画期間の前年度又は計画期間の前の３年度の事業活動に伴う排出の量の平均をいいます。

ペーパーレス化や廃棄物のリサイクルに取り組む。

グリーン電力証書や非化石証書等
の購入によるもの削減量

目 標 の 根 拠 社内使用エネルギーの見直しを実施し、削減に取り組む

具体的な取組及び
措置の内容

１年目 こまめな節電を意識し、省エネ活動の推進に努める

２年目 こまめな節電を意識し、省エネ活動の推進に努める

３年目 こまめな節電を意識し、省エネ活動の推進に努める

年度ごとの増減率（基準年度比） -5.6 -5.6 -7.4

-12.7

評 価 の 対 象 と な る 排 出 の 量 5.4 5.1 5.1 5.0 -6.2

（4～6）年度 （７）年度 （８）年度 （９）年度

事 業 活 動 に 伴 う 排 出 の 量 5.8 5.1 5.1 5.0

削減率

温室効果ガスの排
出の実績及び削減
の目標

温 室 効 果 ガ ス の 排 出 の 量
基準年度 第１年度 第２年度 第３年度 ３年平均増減率

（基準年度比）

代表取締役がイニシアティブをとり全社を挙げて取り組んでいく

事業者の区分

産業部門

業務部門

運輸部門

７年４月　～　１０年３月

従業員全員でCO2削減に取り組み、日々の業務内において環境負荷低減に貢献する。

京都市左京区下鴨前萩町13番地　木村ビル新館B1F 株式会社　Ｖａｔｏｎ
代表取締役　德元　利貴
　　　　　　　　　電話   075 － 406 － 0804

主たる業種 経営コンサルタント業
細分類番号

排　出　量　削　減　計　画　書

　　　　　　　　新規　　　 　　　変更
　（ 宛　先 ）　京都府知事 令和　７年　９月　２９日
住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地） 氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）


